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岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ギ ロ エ ミッ ショ ン 推 進 事業 費 補 助 金 交 付 要綱 


























第 1 環境 に 配慮 し た 産業 活動 を 推進 し 、 県 内 の 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 、 再 使用 、 再 生 利用 ( 以 
「 発 生 抑制 等 」 と いう 。) を 図る た め 、 県 内 の 事業 者 等 が 、 主 に 県 内 で 排出 され る 産業 廃棄 物 等 
発生 抑制 等 に 係る 事業 活動 を 行う 場合 (以下 「 補 助 事業 」 と いう 。) に 要する 経費 に 対し 、 の 








範囲 内 で 、 
の 要綱 

















(定義 ) 
























































































































































岩手 県 補助 金 交 付 規 則 (昭和 32 年 岩手 県 規則 第 71 号 。 以 下 「 規 則 」 と いう 。) 及び こ 














賠 に より 補助 金 を 交付 する 。 























第 2 この 要綱 に お いて 、 次 の 各 号 に 掲げ る 用 語 の 意義 は 、 当 該 各 号 に 定め る と ころ に よる 。 





理 法 」 























業 廃棄 物 廃棄 物 の 処理 及び 清掃 に 関す る 法律 (昭和 45 年 法律 第 137 号 。 以下 「 廃 棄 物 処 
と いう 。) 第 2 条 第 4 項 に 規定 する 産業 廃棄 物 を いう 。 

























































































(2) 産業 廃棄 物 等 廃棄 物 処理 法 第 2 条 第 1 項 に 規定 する 廃棄 物 の うち 、 県 内 の 事業 者 等 が 排出 


する 廃棄 物 を いう 。 
















































































(3) 県 内 の 事業 者 等 県 内 に 事業 所 を 置く 事業 者 (特定 非 営利 活動 促進 法 (C 成 10 年 法律 第 7 号 ) 








に 基づき 認証 を 受け た 特定 非 営 利 活動 法人 を 含む 。) 若 し く は 主 に それ ら の 事業 者 で 構成 され る 法 








































































































人 格 を 有する 団体 (構成 員 の 半数 以上 が 県 内 に 事業 所 を 置く 事業 者 で ある こと 。) 又は 県 内 に 事 


業 所 を 設 
(4) 中 
































直し よ う と する 事業 者 を い 5 ツジ 
‘企業 者 中 小 企業 基本 法 (昭和 38 年 法律 第 154 ee 2 条 に 規定 する 中 小 企業 者 を いう 。 




































































(5) 企業 内 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 県 内 の 事業 者 等 自ら 排出 する 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑 








制 等 を 行う た め に 実施 する も の で あっ て 、 i 





















































(6) 地域 ・ 企 業 間 ゼロ ェ エミッション 推進 事業 複数 の 県 内 の 事業 者 等 が 、 共 同 で 当該 事業 者 等 が 
排出 する 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 を 行う た め に 実施 する も の で あっ て 、 地 域 循環 共生 圏 の 構築 
に 資す る 先進 性 の ある 事業 を いう 。 


(7) 廃棄 


































































































ほ 物 発生 抑制 等 技術 研究 開発 推進 事業 県 内 の 事業 者 等 が 、 自 ら 排 出す る 産業 廃棄 物 等 又 


























は 主 に 県 内 の 事業 者 等 か ら 排出 され る 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 に 係る 新 技術 の 研究 開発 を 行う 


に 実施 する 








蘭 


事業 を いう 。 





(8) 魔 























ほ 物 利用 製品 開発 推進 事業 ! 








\ 内 の 事業 者 等 が 、 主 に 県 内 の 事業 者 等 か ら 排出 され る 産業 




















































































































廃棄 物 等 を 利用 し た 製品 の 開発 を 行う た め に 実施 する 事業 を い う 。 
(9) 廃棄 物 利用 製品 製造 推進 事業 NE 主 に 県 内 の 事業 者 等 か ら 排 出さ れる 産業 
廃棄 物 等 を 利用 し た 製品 の 製造 を 行う た め に 実施 する 事業 を い う 。 








(10) ゼ 


















































ロロ エミッション 普及 促進 事業 知 別に 指定 する 事業 者 又は 県 内 の 事業 者 等 (た だ し 





























会 社 又 は 個人 に あっ て は 、 中 小 企業 者 に 限る 。) が 、 産業 廃棄 物 等 i は 資源 化 を 推進 する 

































































た め に 定め た 計画 に 基づき 、 自 ら 排 出す る 産業 廃棄 物 等 (バイ オデ ィ ー ゼ ル 燃 料 を 製造 する 場合 
に あっ て は 、 自 ら 駐 は 県 内 の 事業 者 等 が 排出 する 産業 廃棄 物 等 ) の 発生 抑制 等 を 行う た め に 実施 


する 事業 を いう 。 





















































(11) 環境 産業 育成 支援 事業 知事 が 別に 指定 する 事業 者 が 、 自 ら 製 造 す る リサ イク ル 製 品 の 商品 
SR 





力 思 


WE 







































































人! 








よっ て 開発 され 、 若 し く は 製造 され た 製品 又は 技術 の 利用 促進 を 目的 と し て 実施 する 事業 を いう 











(補助 金 の 交付 の 対象 及び 補助 金額 ) 


第 3 第 1 





に 規定 する 経費 及び これ に 対す る 補助 金額 は 、 別 表 第 1 に 定め る と お り と する 。 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(補助 事業 に 要する 経費 の 配分 及び 補助 事業 の 内 容 の 軽微 な 変更 ) 

第 4 規則 第 6 条 第 1 項 第 1 号 及 び 第 2 号 に 規定 する 軽微 な 変更 は 、 次 に 掲げ る 変更 以外 の 変更 と す 
る 。 

(1) 事業 テー マ の 変更 又は これ に 類する 変更 

(2) 事業 種目 の 追加 、 中 止 又は 廃止 

(3) 経費 の 配分 の 20 パー セン ト を 超え る 増減 

(4) 補助 金額 の 変更 を 伴う 変更 

(申請 の 取 下 期 日 ) 

第 5 規則 第 8 条 第 1 項 に 規定 する 申請 の 取 下 期 日 は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 の 通知 を 受領 し た 日 か ら 

起算 し て 15 日 以内 と する 。 

(財産 の 処分 に 係る 制限 の 期間 ) 

第 6 規則 第 19 条 第 1 項 に 規定 する 期間 は 、 補助 金 等 に より 取得 し 、 又は 効用 の 増加 し た 財産 の 処分 
制限 期間 (平成 12 年 厚生 省 告 示 第 105 号 ) を 準用 する 。 

(事業 の 遂行 の 状況 に 係る 報告 ) 

第 7 補助 事業 者 は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 を 受け た 年 度 の 10 月 31 日 に お ける 補助 事業 の 遂行 の 状況 
を 翌月 の 15 日 まで に 、 岩 手 県 産業 ・ 地 域 ギ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事 業 遂行 状況 報告 書 (様式 第 6 号 ) 
に より 知事 に 報告 し な けれ ば な ら な い 。 

(立入 検査 等 ) 

8 知事 は 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る た め 、 補 助 事業 者 に 対し て 、 必 要 な 報告 を 求め 、 又 は 当該 
職員 に 、 そ の 事務 所 、 事 業 場 等 に 立ち 入り 、 帳 簿 書 類 そ の 他 の 必要 な 物件 を 検査 させ 、 若 し く は 関 
係 者 に 質問 させ る こと が で きる 。 

2 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 の 全部 又は 一 部 を 委託 に より 実施 する 場合 に お いて 、 当 該 委託 の 業務 
行う 者 と 契約 を 締結 する に 当たっ て は 、 知 事 は 、 予 算 の 執行 の 適正 を 期す る た め 、 当 の 
を 行う 者 に 対し て 、 必 要 な 報告 を 求め 、 又 は 当該 職員 に その 事務 所 、 事 業 場 等 に AD 、 帳簿 書 
類 そ の 他 の 必要 な 物件 を 検査 させ 、 若 し く は 関係 者 に 質問 くさ せる こと が で きる 旨 の 条件 を 附 さ な け 
れ ば な ら な い 。 

(書類 の 整備 等 ) 

第 9 補助 事業 者 は 、 補助 事業 に 係る 補助 金 の 経理 を 明らか に し た 書類 を 整備 し 、 当該 補助 事業 の 完 
了 の 日 の 属す る 年 度 の 翌年 度 か ら 起 算 し て 5 年 間 (当該 補助 事業 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し 
た 財産 に 係る 処分 の 制限 期間 が 5 年 を 超え る 場合 に あっ て は 当該 処分 の 制限 期間 ) これ を 保存 し な 
けれ ば な ら な い 。 

(前 金 払 ) 

第 10 補助 事業 者 は 、 補 助 金 の 前 金 払 を 請求 よう と する と き は 、 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ 
ン 推 進 事業 費 補助 金 前 金 払 請求 書 (様式 第 7 号 ) に 知事 が 必要 と 認め る 書類 を 添え て 、 知 事 に 提出 
し な けれ ば な ら な い 。 

(消費 税 等 仕 入 控除 税額 に 係る 報告 等 ) 
第 11 補助 事業 者 は 、 規則 第 4 条 の 規定 に 基づき 補助 金 の 交付 の 申請 を する に 当たっ て 、 当 該 補助 金 



































に 係る 消費 税 等 仕 入 控除 税額 (補助 金 の 交付 の 対象 と な る 経費 に 含 3 
相当 する 額 の うち 、 消 費 税 





な い 。 


2 補助 





(提出 書類 及び 提出 期日 



























































乗じ て 得 た 額 を いう 。 以 下 同じ 。) 
め て 補助 金 の 交付 の 申請 を し た 場合 に 、 当 該 
た と き は 、 速 や か に 消費 税 等 仕 入 控除 税額 報告 





























(当該 補 














が 明らか で は な いた め 、 



























































~~ 

















ほ 業 者 は 、 補 助 金 の 交付 を 受け た 後に 前 項 の 報告 を し た 場合 は 、 
金 の 返 選 の 命令 を 受け て 、 前 項 の 報告 に 係る 消費 税 等 人 



































: 入 控除 税額 を 返 選 











E れ る 消費 税 及 び 地 方 消費 税 
計 (昭和 63 年 法律 第 108 号 ) の 規定 に より 仕入れ に 係る 消費 税額 と し 
て 控除 で きる 部 分 の 人 金額 と 当該 金額 に 地方 税 ガ 
の 税率 を 乗じ て 得 た 金額 の 合計 額 に 補助 率 
を いう 。) 

















また (昭和 25 年 法律 第 226 号 ) に 規定 する 地方 消費 税 
助 金 の 額 を 当該 経費 の 額 で 除 し て 得 た 率 の こと 











ピー 
ー 





ーー 





消費 税 等 仕 入 控除 税額 を 含 























請 の 後に 当該 消費 税 等 仕 入 控除 税額 が 明らか に な っ 
書 (様式 第 8 号 ) に より 知事 に 報告 し な けれ ば な ら 


品 表 





該 報 告 に よる 知事 の 補助 














し な けれ ば な ら な い 。 


第 12 規則 に より 定め る 書類 及び これ に 添付 する 書類 並び に 提出 期日 は 、 別 表 第 2 の と お り と する 。 


( 補 則 ) 


第 13 この 要綱 に 定め る も の の ほか 、 こ の 補助 金 の 取扱 い に 関し 必要 な 事項 























、 令 和 3 年 9 月 24 日 











、 平成 27 年 4 月 1 日 

















か ら 施 行 す る 。 


、 令 和 3 年 8 月 24 日 か ら 施行 する 。 





か ら 施 行 する 。 






































別表 第 1 (第 3 関係 ) 

















事業 区 分 経 費 補 助 金額 
企業 内 ゼロ エ | 県 内 の 事業 者 等 が 産 3 生 | 当該 経費 の 2 分 の 1 に 相当 する 額 以 
ミッ ショ ン 推 | 抑制 等 を 行う 場合 に 要する 経費 の うち 、 次 | 内 の 額 。 た だ し 、1 件 当たり 1,000 万 
進 事業 に 掲げ る 経費 円 を 上 限 と し 、100 万 円 を 下限 と する 。 
1 建物 等 施設 の 設置 又は 改修 に 要する 
経費 (以下 「 建 物 等 施設 費 」 と いう 。) 
2 構築 物 の 建造 、 改 良 、 据 付け 又は 修繕 
に 要する 経費 (以下 「 構 築 物 費 」 と いう 。) 
3 機械 装置 又は 工具 器具 の 購入 、 試 作 、 
改良 、 据 付け 又は 修繕 に 要する 経費 ( 以 
下 「 機 械 装置 等 費 」 と いう 。 
4 技術 指導 の 受入 れ に 要する 経費 (以下 
「 技 術 指導 受入 費 」 と いう 。 
5 大 学 、 研究 機関 等 と の 共同 研究 に 要 す 
る 経費 (以下 「 共 同 研究 費 」 と いう 。) 
6 市 場 形 成 の 可能 性 に 関す る 調査 に 要 





















































玉 眉 
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する 経費 (以下 「 市 場 形成 調査 費 」 と い 
5 
7 その 他 、 知事 が 必要 か つ 適 当 と 認め る 
経費 
地域 ・ 企 業 間 | 県 内 の 事業 者 等 が 産業 廃棄 物 等 の 発生 | 知事 が 別に 指定 する 産業 廃棄 物 等 の 
ゼロ エミ ッ シ | 抑制 等 を 行う 場合 に 要する 経費 の うち 、 次 | 発生 抑制 等 を 行う 事業 で 、 環 境 基 本 計 
ョ ン 推 進 事業 | に 掲げ る 経費 画 (平成 24 年 4 月 27 日 閣議 決定 ) に 
1 建物 等 施設 費 定め る 地域 循環 共生 圏 の 構築 に 資す る 
2 構築 物 費 と と も に 、 内 容 が 先導 的 で ある と 知事 
3 機械 装置 等 費 が 認め る も の に つい て は 、 当 該 経費 の 
4 技術 指導 受入 費 3 分 の 2 に 相当 する 額 以 内 の 額 と し 、 
5 共同 研究 費 その 他 の 事業 は 2 分 の 1 に 相当 する 額 
6 市 場 形成 調査 費 以内 の 額 と する 。 た だ し 、1 件 当たり 
7 その 他 、 知事 が 必要 か つ 適 当 と 認め る | 3, 000 万 円 を 上 限 と し 、100 万 円 を 下限 
経費 ( 主 に 県 内 の 事業 者 で 構成 され る 法人 



































格 を 有する 団体 で あっ て 、 知 事 が 認 
る 者 が 実施 する 場合 は 、1 件 当たり 
4, 500 万 円 を 上 限 と し 、100 万 円 を 下限 ) 
と する 。 な お 、 前 述 に 含ま れる 建物 等 
施設 費 の 上 限 は 2, 000 万 円 と する 。 





























































































































































































































廃棄 物 発生 抑 | 県 内 の 事業 者 等 が 産業 廃棄 物 等 の 発生 | 1 大 学 、 短 期 大 学 、 工 業 高等 専門 学 
制 等 技術 研究 | 抑制 等 の た め の 技 術 研 究 開 発 を 行う 場合 | 校 、 国 の 試験 研究 機関 、 県 の 試験 研 
開発 推進 事業 | に 要する 経費 の うち 、 次 に 掲げ る 経費 究 機関 又は 試験 研究 事業 を 行う 公益 
1 原材料 及び 副 資 材 の 購入 に 要する 経 法人 等 で 知事 が 指定 する 研究 機関 と 
費 (以下 「 原 材料 費 」 と いう 。) 共同 研究 を 行う 事業 (以下 「 共 同 研 
2 構築 物 費 究 事 業 」 と いう 。) で あっ て 、 知 事 が 
3 機械 装置 等 費 別に 指定 する 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑 

















4 外注 加工 に 要する 経費 (以下 「 外 注 加 | 制 等 に 寄与 する と 知事 が 特に 認め る 




















〇 ) MT 


OO 


工費 」 と いう 。) 
技術 指導 受入 費 
同 研究 費 



































市 場 形成 調査 費 











研究 開発 に 係る 分 析 等 に 要する 経費 
(以下 「 分 析 等 費 」 と いう 。) 


その 他 、 知事 が 必要 か つ 適 当 と 認め る 





経費 





も の に つい て は 、 当 該 経費 の 10 分 の 








10 に 相当 する 額 以 内 の 額 と する 。 
2 共同 研究 事業 で 、 産 業 廃棄 物 等 の 
発生 抑制 等 に 寄与 する と 知事 が 認 
る も の (1 の 事業 を 除く 。) に つい て 
は 、 当 該 経費 の 3 分 の 2 に 相当 する 
額 以内 の 額 と する 。 

3 1 及び 2 を 除く 事業 は 、 当 該 経費 
の 2 分 の 1 に 相当 する 額 以内 の 額 と 
する 。 
4 た だ し 、1 件 当たり 1,000 万 円 を 
上 限 と し 、100 万 円 を 下限 と する 。 








































































































〇 0 ND の RR の MR 



































県 内 の 事業 者 等 が 産業 廃棄 物 等 を ネ 











し た 製品 の 開発 を 行う 場 
の うち 、 次 に 掲げ る 経費 


原材料 費 
構築 物 費 
機械 装置 等 費 
外注 加工 費 
技術 指導 受入 費 
ド 同 研究 費 
分 析 等 費 
市 場 形成 調査 費 




































































] 用 











に 要する 経費 


その 他 、 知事 が 必要 か つ 適 当 と 認め る 





経費 











当該 経費 の 2 分 の 1 に 相当 する 額 以 
内 の 額 。 た だ し 、1 件 当たり 1,000 万 
円 を 上 限 と し 、100 万 円 を 下限 と する 。 








































































































し た 製品 の 製造 を 





建物 等 施設 費 
構築 物 費 
機械 装置 等 費 
技術 指導 受入 費 
共同 研究 費 


市 場 形成 調査 費 




















県 内 の 事業 者 等 が 産業 廃棄 物 等 を 
場合 に 要する 経費 


ラー ~ 


行う 
の うち 、 次 に 掲げ る 経費 





NO OO RR 6 MR 








経費 














] 用 














その 他 、 知事 が 必要 か つ 適当 と 認め る 





当該 経費 の 2 分 の 1 に 相当 する 額 以 
内 の 額 。 た だ し 、1 件 当たり 1,000 万 
円 を 上 限 と し 、 100 万 円 を 下限 ( 主 に 県 
内 の 事業 者 で 構成 され る 法人 格 を 有 す 
る 団体 で あっ て 知事 が 認め る 者 が 実施 
する 場合 は 、1 件 当たり 1,500 万 円 を 
上 限 と し 、100 万 円 を 下限 ) と する 。 












































































































































に 掲げ る 経費 





1 機械 装置 の 購入 、 据付 














知事 が 別に 指定 する 事業 者 又は 県 内 の 
事業 者 等 (会 社 又は 個人 の 場合 は 、 中 小 企 
業者 で ある こと 。) が 産業 廃棄 物 等 の 発生 
抑制 等 を 行う 場合 に 要する 経費 の うち 、 次 


「 け 及び 改良 に 要 


する 経費 (機械 装置 の 種類 に つい て は 、 











知事 が 別に 指定 する 。) 
2 市 場 形成 調査 費 














当該 経費 の 3 分 の 1 に 相当 する 額 以 
内 の 額 。 た だ し 、 1 法人 又は 1 者 当 た 
り 500 万 円 を 上 限 と し 、100 万 円 を 下限 
と する 。 
























































環境 産業 育成 | 1 知事 が 別に 指定 する 事業 者 が 自ら 製 | 1 知事 が 別に 指定 する リサ イク ル 製 






































































































































支援 事業 造 す る リサ イク ル 製 品 の 商品 力 強 化 叉 | 品 に 係る 取組 み の 場合 は 、 当 該 経費 
は 販売 促進 の 取組 み を 行う 場合 に 要 す | の 2 分 の 1 に 相当 する 額 以 内 の 額 。 
Rk た だ し 、1 法人 又は 1 者 当たり 300 

ロロ 県 上 = 
] を 上 限 と し 、30 と 

の 調査 分 析 委 託 経費 ii 1 
(2) マー ケティング 調査 委託 経費 ei 』 品 
(3) 販売 プロ モー ショ ン 委 託 経費 RR 








リサ イク ル 製 品 に 係る 取組 み の 場合 














(4) 広告 宣伝 費 、 イ ベン ト 、 展 示 会 

へ の 出展 経費 (賃金 、 謝 金 、 旅 費 、 は 、 当 該 経費 の 3 分 の 1 に 相当 する 
刷 費 、 通 信 費 、 運 搬 費 及び その 他 知 額 以 内 の 額 。 た だ し 、 1 法人 又は 1 
が 必要 か つ 適当 と 認め る 経費 ) 者 当たり 200 万 円 を 上 限 と し 、20 万 
2 補助 金 の 交付 を 受け て 実施 する 第 2 ] を 下限 と する 。 

第 5 号 か ら 第 10 号 ま で の 事業 に よっ て 
開発 され 、 又 は 製造 され た 製品 又は 技術 
の 利用 促進 を 目的 と し て 実施 する 場合 
に 要する 経費 の うち 、 次 に 掲げ る 経費 

アド バイ ザー の 派遣 受入 経費 






































制 理事 

































































































































































































































































































































































































































































別表 第 2 (第 12 関係) 
条 項 提出 書類 及び 添付 書類 様式 提出 部 数 提出 期日 

冊 則 第 4 条 の | 1 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ | 第 1 呈 1 部 | 別に 定め る 。 
眼 定 に よる 書 ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補 助 金 交 
類 付 申請 書 

2 知事 が 別に 定め る 書類 1 部 
規則 第 6 条 第 | 1 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ | 第 2 呈 1 部 | 当該 事業 の 変更 
1 項 第 1 号 、 ッ シ ョ ン 推 進 事業 変更 (中 止 、 (中 止 、 廃止 ) を 
第 2 号 及 び 第 | 廃止 ) 承認 申請 書 行う 日 の 14 日 前 
3 号 の 規定 に | 2 その 他 知 事 が 必要 と 認め る 1 部 | まで 。 
よる 書類 書類 
規則 第 18 条 第 | 1 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ ェ エミ | 第 3ー1 ~ 1 部 | 別に 定め る 。 
1 項 の 規定 に ッ シ ョ ン 推 進 事業 実績 報告 書 | 3 一 6 号 
よる 書類 2 収支 精算 書 第 4-1 < 1 部 

4-3 号 

3 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ギ ロ エ ミ | 第 5 号 1 部 

ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 

付 請求 書 

4 その 他 知 事 が 必要 と 認め る 1 部 

書類 























様式 第 1 号 (別表 第 2 関係 ) 















































岩手 県 知事 様 








氏名 又は 名 称 及 び 


























書 








ul 














岩手 県 産業 ・ 地 域 ピ ゼロエミッショ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 付 
( 事業 ) 


年 度 に お いて 、 産 業 ・ 地 域 ゼ ギ ロ エ ミッ ショ ン 推 進 事 業 を 実施 し た い の で 、 関 係 書 類 を 添え て 


次 の と お り 補 助 金 の 交付 を 申請 し ます 。 





























































































































注 知事 が 別に 定め る 書類 を 添付 する こと 。 


様式 第 2 号 (別表 第 2 関係) 











RT 
L 
本 
































岩手 県 知事 様 














住 所 
氏名 又は 名 称 及 び 
代表 者 職 氏 名 























岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 変更 (中 止 、 廃 止 ) 承認 申請 書 
年 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産業 ・ II 
ッ シ ョ ン 推 進 事業 の 内 容 を 下記 の と お り 変 更 し た い の で 、 岩 手 県 補助 金 交 付 規 則 第 6 条 の 規定 に 


関係 書類 を 添え て 、 承 認 を 申請 し ます 。 



































ul 
























































































































































































































































注 1 変更 の 場合 の 関係 書類 は 、 変 更 前 と 変更 後 を 容易 に 比較 対 有 購 で きる よう に 、 変 更に 係る 部 分 に 
つい て の み 2 段 書 き に し 、 変 更 後 と 括弧 書き で 上 段 に 記載 する こと 。 
注 2 変更 の 場合 の 関係 書類 は 、 交 付 申請 書 に 添付 し た も の で 変更 が あっ た 書類 の み 添 付す る こと 。 

































































様式 第 3 一 1 号 (別表 第 2 関係) 





RT 
[ 




































































































































































E 日 
岩手 県 知事 様 
住 所 
氏名 又は 名 称 及 び 
代表 者 職 氏 名 
岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 実績 報告 書 
年 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 妊 2 
業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補 助 金 に つい て 、 岩 手 県 補助 金 交付 規則 第 13 条 第 1 項 の 規定 






































より 、 関 係 書 類 を 添え て 、 次 の と お り 実 績 を 報 ぞ 
































右 し ます 。 
記 
1 事業 テー マ 
2 事業 期間 
①) 開 始 年 月 日 
② 終 耳 年 月 B 
3 事業 実績 




















4 技術 導入 、 共 同 研 究 、 市 場 形成 調査 の 実績 (該当 が 





























5 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑 1 
項 目 

















等 の 成果 (事業 終了 時 点 で 成果 が 現れ な い 場 合 は 見 通し ) 
内 容 























< 


廃棄 物 等 の 発生 
達成 目標 
府 棄 物 等 欠 の 発生 





洪 









































洪 





党 
『 胡 | 寺 奄 
可 
S 
1 | 個 


営 
提 
3 
息 
? 















































CO 





H 対 効果 (BC) 


Y 
4 


























注 知事 が 必要 と 認め る 書類 を 添付 する こと 。 











(企業 内 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 、 地 域 ・ 企 業 間 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 





















































様式 第 3 一 2 号 (別表 第 2 関係 ) 












































岩手 県 知事 桂 


の は 









































岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロビ ロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 実績 報告 書 
年 。 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産 
業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 に つい て 、 岩 手 県 補助 金 交 付 規則 第 13 条 第 1 項 の 規定 に 
より 、 関 係 書 類 を 添え て 、 次 の と お り 実 績 を 報告 し ます 。 
記 

















































































































1 事業 テー マ 

















2 事業 期間 
(1) 開 始 
⑫) 終 了 了 








3 研究 開発 の 日 程 








4 研究 開発 の 実績 及び 成果 


























5 技術 導入 、 共 同 研 究 、 市 場 形成 調査 の 実績 (該当 が ある 場合 の み ) 


























6 研究 開発 成果 の 起業 化 等 の 見 通し 








7 研究 開発 に 係る 特許 又は 実用 新案 の 出願 予定 

















注 知事 が 必要 と 認め る 書類 を 添付 する こと 。 




















(廃棄 物 発生 抑制 等 技術 研究 開発 推進 事業 用 ) 











様式 第 3 一 3 号 (別表 第 2 関係 ) 












































岩手 県 知事 桂 








の は 















































岩手 県 産業 ・ 地 域 ビ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 実績 報告 書 

年 。 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産 
業 ・ 地 域 ピ ゼロエミッショ ン 推 進 事業 費 補助 金 に つい て 、 岩 手 県 補助 金 交 付 規則 第 13 条 第 1 項 の 規定 に 
より 、 関 係 書 類 を 添え て 、 次 の と お り 実 績 を 報告 し ます 。 
























































































































































記 
1 事業 テー マ 
2 事業 期間 
1) 開 始 年 。 月 日 
② 終 耳 年 月 B 





3 製品 開発 の 日 程 














4 技術 導入 、 共 同 研 究 、 市 場 形成 調査 の 実績 (該当 が ある 場合 の み ) 


























5 製品 開発 の 成果 (製品 の 規格 、 品 質 、 特 長 人 等 ) 


ラニ 

















6 開発 され た 製品 の 起業 化 の 見 通し 


7 製品 開発 に 伴う 特許 又は 実用 新案 の 出願 予定 




















注 知事 が 必要 と 認め る 書類 を 添付 する こと 。 











(廃棄 物 利 用 製品 開発 推進 事業 用 ) 























様式 第 3 一 4 号 (別表 第 2 関係 ) 

































































































































































年 日 
岩手 県 知事 様 
住 所 
氏名 又は 名 称 及 び 
代表 者 職 氏 名 
岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 実績 報告 書 
年 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産 
地域 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 に つい て 、 娠 手 県 補助 金 交付 規則 第 18 条 第 1 項 の 規定 


2 








り 、 関 係 書類 を 添え て 、 次 の と お り 実 績 を 報告 し ます 。 


















































記 
事業 テー マ 
事業 期間 
(1) 開 始 年 月 日 
② 終 了 了 年 月 日 
製造 推進 事業 の 実績 
技術 導入 、 共 同 研究 、 市 場 形成 調査 の 実績 (該当 が ある 場合 の み ) 

















































































































1 製品 の 製造 、 販 売 見 込 
量 (事業 計画 書 の 数 値 と 
異な る 場合 は 、 理 由 も 記 
入 し て くだ さい 。) 
























































2 原材料 と し て 使用 す 
る 廃棄 物 の 種類 、 使 用 見 


込 量 



























































3 費用 対 効果 (BC) 




















主 知事 が 必要 と 認め る 書類 を 添付 する こと 。 








(廃棄 物 利用 製品 製造 推進 事業 用 ) 


























様式 第 3 一 5 号 (別表 第 2 関係 ) 












































dE 
Y 
コブ 
Ps 
エゴ 
ln 
HH 
Uy 











住 所 
氏名 又は 名 称 及び 
代表 者 職 氏 名 


























岩手 県 産業 ・ 地 域 ビ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 実績 報告 書 
年 。 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産 
業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補 助 金 に つい て 、 岩 手 県 補助 金 交付 規則 第 13 条 第 1 項 の 規定 
に より 、 関 係 書類 を 添え て 、 次 の と お り 実 績 を 報告 し ます 。 




















































































































記 
1 事業 テー マ 
2 事業 期間 
(1) 開 始 年 月 日 
②) 終 了 年 月 日 




























































































5 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 成果 (事業 終了 時 点 で 、 成 果 が 現れ な い 場 合 は 見 通し ) 

= 内 容 

1 産業 廃棄 物 等 の 発 
生 抑制 等 の 達成 目標 

2 産業 廃棄 物 等 の 発 
生 抑制 等 の 成果 

3 費用 対 効果 (B ン 
C) 

4 今後 の 取組 み 



































































































































注 知事 が 必要 と 認め る 書類 を 添付 する こと 。 
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(ゼロ エミ ッ シ ョ ン 普 及 促進 











様式 第 3 一 6 号 (別表 第 2 関係 ) 









































の は 


岩手 県 知事 相 














住 所 
氏名 又は 名 称 及び 
代表 者 職 氏 名 























岩手 県 産業 ・ 地 域 ギ ゼロエミッショ ン 推 進 事業 実績 報告 書 
年 。 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産 
業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補 助 金 に つい て 、 岩 手 県 補助 金 交 付 規 則 第 13 条 第 1 項 の 規定 
に より 、 関 係 書 類 を 添え て 、 次 の と お り 実 績 を 報告 し ます 。 














































































































記 
1 事業 テー マ 
2 事業 期間 
1) 開 始 年 月 日 
② 終 了 本 年 月 日 
3 事業 の 目標 

















4 品質 向上 又は コス ト ダ ウン に 関す る 実績 











5 アド バイ ザー 派遣 受入 に 関す る 実績 














6 製品 販売 に 関す る 実績 




















注 知事 が 必要 と 認め る 書類 を 添付 する こと 。 














(環境 産業 育成 支援 事業 用 ) 








様式 第 5 号 (別表 第 2 関係 ) 








































































































年 日 
岩手 県 知事 様 
住 所 
氏名 又は 名 称 及 び 
代表 者 職 氏 名 
岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 付 請求 書 
年 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産 






































業 ・ 地 域 ゼ ギ ロ エ ミッ ショ ン 推 進 事業 費 補 助 金 に つい て 、 事 業 が 完了 し まし た の で 、 下 記 の と お り 請 求 し 
ます 。 




















1 事業 区 分 








トマ 


【 ウ 
ョ 





3 請求 (精算 ) 額 























金 
交付 決定 額 金 円 
前 金 払 受領 済 額 。 金 円 








差引 残額 金 円 


様式 第 6 号 (第 7 関係) 














































































































































































































年 日 
岩手 県 知事 様 
住 所 
氏名 又は 名 称 及 び 
代表 者 職 氏 名 
岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 遂行 状況 報告 書 
年 月 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 
産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 に つい て 、 年 月 日 現在 に お ける 遂行 状況 を 次 の と お 












































り 報告 し ます 。 








トー 
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上 
に 











【 〇 
W 
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| 
4 




















































































































発 注 
(契約 ) 
E 月 



































































































































様式 第 7 号 (第 10 関係 ) 

















RT 
L 
| 





























岩手 県 知事 様 











儲 。 2 症 
氏名 又は 名 称 及 び 
代表 者 職 氏 名 























岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補 助 金 前 金 払 請求 書 
年 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産 





























業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補 助 金 に つい て 、 補 助 金 の 前 金 払 い を 受け た い の で 、 関 係 書 
を 添え て 次 の と お り 請 求 し ます 。 




















剖 




















ン 2 


1 事業 区 分 


















































ゃ 
回 
還 

了 yy 了 y 取 





















































生 1 岩手 県 産業 ・ 地 域 ピ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 遂行 状況 報告 書 (様式 第 6 与 ) を 添付 する こと 。 
注 2 支払 計画 表 事業 実施 の 内 訳 資料 、 そ の 他 参 考 と な る 資料 を 添付 する こと 。 


に と の 























様式 第 8 号 (第 11 関係 ) 









































































































































































































































年 
岩手 県 知事 様 
住 所 
氏名 又は 名 称 及び 
代表 者 職 氏 名 
消費 税 等 仕 入 控除 税額 報告 書 
年 月 日 付け 岩手 県 指令 第 号 で 補助 金 の 交付 決定 の 通知 が あっ た 岩手 県 産 
業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事 業 の 実施 に つい て 、 次 の と お り 報 告 し ます 。 
記 
1 補助 金 交付 額 金 
2 補助 金 の 交付 時 に 減額 し た 仕入れ に 係る 消費 税 等 相当 額 金 
3 消費 税 及 び 地 方 消費 税 の 申告 に より 確定 し た 仕入れ に 係る 消費 税 等 相当 額 
金 
4 補助 金 返 避 相 当 額 (3 一 2) 金 
注 事 



































を 実施 の 内 訳 資料 、 そ の 他 参 考 と な る 資料 を 添付 する こと 

















